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横須賀に原子力空母
「米印共同声明」インド国内論争
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ロシア、新型ミサイル試射
　米ミサイル防衛への対抗

米国が圧力文書
　カナダなど軍縮決議案撤回
【連載】「被爆地の一角から（４）」土山秀夫

　日米両政府は１０月２８日、横須賀を母港とする通常型空
母キティーホークの後継艦として、ニミッツ級原子力空母を
２００８年に配備することを合意した。
　シーファー駐日米大使の同日付の声明１は、この決定
は、「日本国民が原子力艦船に対して持つ微妙な感情」を
考慮にいれた結果であり、放射性物質の流出を一度も起
こしていないという実績が継続されるようあらゆる努力をし
ていくことを約束するとした上で、横須賀市の沢田前市
長、蒲谷現市長から出されていた通常型空母の継続配備
の要望についても「大変真剣に考慮したが、結果的に要望
に沿うことはできなかった」が、「両市と横須賀市民の理解
をお願いしたい」と述べた。
　一方町村外務大臣（当時）は同日の記者会見２で、第７艦
隊のプレゼンスが「日本及び極東の平和と安定に寄与し
ていることを評価」し、原子力艦船の安全性については
「政府は従来から一貫して判断している」、「（日本寄港にお

日米合意は、
民意を無視した暴挙

　海外に原子力艦の母港が置かれたことはない。米国において原子力艦情報は秘密に包まれ
ている。こんな状況で、特別の協定を結ぶこともなく母港にＯＫを出す政府が何処にあるか。まと
もな政府であれば、事故ライアビリティが全面的に米国にあること、日本政府の事故調査権、原
子力追加施設の建設をしないこと、など協定しなければならないことは山とある。このような議論
をとおして、原子力空母は日本に要るのか、という真の論点がはっきりするだろう。政府のやり方
は主権国家の体をなしていない。１０００万首都圏市民の生命を何と軽く見ているのか。国会は民
主主義を機能させて欲しい。

「０８年、横須賀に原子力空母配備」

１０００万市民を危険に曝す
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ける累次の安全性の保証を）厳格に維持することを（米国
が）述べており、この点、私共もこの姿勢を評価していま
す」と述べた。
　０４年３月３１日の下院軍事委員会公聴会における米太
平洋軍司令官（当時）ファーゴ海軍大将の証言（本誌２０８
号参照）や０５年２月１０日の上院軍事委員会におけるク
ラーク作戦部長の証言（本誌２２８・９号参照）において、「原
子力空母の横須賀配備」が強く示唆されたことに対し
て、地元横須賀市はもとより、神奈川県や周辺の横浜市、
逗子市は、市長の声明や市議会決議などで「原子力空
母反対」の強い意志を表明してきた。市民団体「原子力
空母の横須賀母港問題を考える市民の会」の反対署名
は４０万人を超えた。今回の日米合意は、このような反対
世論をまったく無視した、暴挙である。

「協議」は行われたのか？

　２８日の記者会見で、「（シーファー大使から連絡のあっ
た）２７日以前に米国から新空母への変更の連絡を受け
たことはなかったのか」と問われた外相は「ありません」と
答えた。
　まず第一に、この発言を信じることはできない。第二
に、仮にそれが真実だとすれば日本政府は米国政府に
抗議し、一方的な決定の押し付けを拒否するべきであっ
た。先の「ファーゴ証言」の後、川口外相（当時）は０４年４
月１５日の衆議院外交防衛委員会で「（米側が）後継艦に
ついて何らかの決定を行ったということは承知していな
い」として、艦船の展開に関する米軍の決定については
「我が国政府との緊密な協力の下で行われる」ことにつ
いて米側とは確認している、と答弁している。原子力空
母の配備は「日本政府との緊密な協議が必要である」と
いう方針は、先の「クラーク証言」においても２月１７日のイ
ングランド海軍長官の証言においても確認されている。
１月１４日の米議会調査局（ＣＲＳ）報告書（本誌２２８・９号参
照）は、「地元自治体や市民の反核感情を考慮すると日
本政府との入念な協議が必要。政治的に受け入れられ
ない可能性もある」と述べている。
　しかし、この間、日本政府から米国政府へのアクション
として公表されているのはただ一つ、２月１９日の「２＋２協
議」の席上で、町村外相（当時）がラムズフェルド国防長
官に「ごく短時間に」、横須賀市長からの反対要請があっ
たことを「伝達した」ことだけである３。この時、国防長官か
らは「キティホークの後継についてはアメリカ政府として
何ら決定していないという旨の説明があった」と外相は
述べている。
　日本政府は地元の反対の意志を「伝達する」ことはし
ても、自らの言葉で米国と交渉するという責任を果たさ
ずにいたか、私たちの知らないところで密かに前向きの
協議を積み重ねてきたかのどちらかである。２８日のシー
ファー大使の声明が「大変慎重に考慮した」と述べてい
るのが、「横須賀市長の要望」であり、日本政府のそれで
はないことは、外交交渉の不在（もしくは隠蔽）を如実に物
語っているのではないか。
　前出の米ＣＲＳ報告書の背景には、０８年以降も横須賀

に通常型空母配備を継続するならば、通常型空母ジョ
ン・Ｆ・ケネディの母港を失うことになるフロリダ州メイポー
トの地域世論と議員らによる圧力があった。同報告書は
「原子力空母の横須賀配備」は、メイポートへの原子力
空母用の設備投資が不要であるという財政的メリットの
一方で、先の述べたような外交的リスクの高い選択肢で
あるとしたことを想起するべきであろう。地元に強力な反
対世論があるにもかかわらずそれを外交交渉のテーブ
ルに乗せなかった日本政府の姿勢が、米国政府の方針
決定を大きく後押ししたのである。

投入される血税

　細田官房長官（当時）は、「日本国内で原子炉修理や
燃料交換はしない。停泊中は通常原子炉を停止する」と
説明した４。しかし、政府は原子力空母受け入れのため
の数千億円の予算を０６年度から順次計上していく方針
であり、検討対象には燃料棒交換などを目的とした新た
な補修施設の建設も含まれていると報じられている５。民
意に反する合意は、実行過程においても嘘の上塗りを重
ねていくことになる。横須賀そして日本の市民は、自らに
対する脅威を、「懐をはたいて誘致する」ことを受け入れ
ることができるだろうか。
　市民と自治体は、日本政府の背任行為を徹底的に追
及し、合意の撤回を求めていくだろう。すでに始まってい
るこの動きを大きく包み込む全国的世論形成が求められ
ている。（田巻一彦、梅林宏道）

注
１．仮訳：http://japan.usembassy.gov/j/p/tpj-20051028-77.html
２．http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/kaiken/gaisho/

g_0510.html#11
３．０５年４月２５日参議院決算委員会での答弁
４．０５年１０月２９日『神奈川新聞』
５．０５年１０月２９日『日本経済新聞』

（略）諸原則を述べた声明の中に、軽水炉提供問題のような、Ｄ
ＰＲＫ（朝鮮民主主義人民共和国＝北朝鮮）の平和目的の原子
力利用の問題を議論する「適切な時期」が言及されている。しか
し、その「適切な時期」は、ＤＰＲＫが次のことを完了した時に初め
てやってくるものである。

　●すべての核兵器と核計画を速やかに廃棄し、そのことがＩＡ
ＥＡなどの国際的な手段によって６か国すべてが満足できる
ように検証されること。また、

　●核不拡散条約（ＮＰＴ）とＩＡＥＡ保障措置を完全に遵守する
ようになり、協力と透明性の誓約を継続して守っていることを
示し、核技術を拡散させることを止めること。

　これらの条件が満たされたとき、われわれは間違いなく、その
ような議論に入ることを支持するであろう。

（訳：ピースデポ）

ヒル国務次官補の声明
（抜粋）

０５年９月１９日　第４回６か国協議閉会式
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トンネルの出口か入口か
「行動」対「行動」に創意を

　９月１９日、北朝鮮の核問題を巡る第４回６か国協議が終了し、初めての共同声明に合意す
ることに成功した。今後の協議の進展に楽観は許されないが、基盤が緩みかけていた過去の
合意を再確認し、６か国協議の基礎を再構築した意義は極めて大きい。この成果は、中国と韓
国の外交努力に負うところが大きかったと評価されている。以下では、共同声明の分析、今後
の課題、「東北アジア非核兵器地帯」構想など東北アジアにおける協調的安全保障の発展
との関連について考察する。６か国協議が、現実に戦争を回避させている役割を、本誌が掲げ
ている「軍事力によらない安全保障体制」へのリアル・ディプロマシーの例として明確に位置
づけることが大切であると、筆者は考える。

北朝鮮問題「６か
国協議」共同宣言

基本線を再確認した意義は極めて大きい

経過

　今回の６か国協議は長丁場であった。０５年７月２６日に
開会し、８月７日一旦休会となった。その後、９月１３日に再
開し、９月１９日、初めての共同宣言を発表して閉会した。
開会してから閉会まで５６日にわたった。休会期間を除く
会議期間は、前期１３日、後期７日、合計２０日間に及ぶ。
　第３回が０４年６月２３日～２６日に開催されてから１３か月
ぶりに開会され、第２期ブッシュ政権、つまりライス国務長
官になってから初めての６か国協議ということになる。こ
の間、０５年２月１０日、北朝鮮は外務省声明を出して第２
期ブッシュ政権を批判し、「６か国協議への参加を無期
限に中断する」と述べていた１。
　会議はこれまでと同じ北京の釣魚台迎賓館で開催さ
れたが、各国の代表の顔ぶれは北朝鮮、ロシア以外は
一新された。米国はクリストファー・ヒル国務次官補、北
朝鮮はキム・ゲグァン（金桂冠または桂寛）外務次官、中
国はウー・ターウェイ（武大偉）外務次官、韓国はソン・ミン
スン（宋旻淳）外交通商次官補、ロシアはアレクサンドル・
アレクセーエフ外務次官、日本は佐々江賢一郎アジア大
洋州局長が交渉団長となった。北朝鮮の両隣に日米が
座り、議長（中国）の両隣に日韓が座った。
　事前には、軍事利用、「平和利用」を問わず北朝鮮の
すべての核計画を放棄させることが、今回の６か国協議
の目標であると日米政府は語り、そのような報道が繰り返
された。しかし、このような要求は現在の国際社会では明
らかに無理難題であり、筋の通らないものであった。北朝
鮮が誇りを持って、世界に先駆けた政策選択を自発的に
行うというのであれば、それは望ましい選択であろう。し
かし、米国や日本の圧力によって選択する大義明文は
全く存在しない。現に、この要求はＮＰＴへの早期復帰を
北朝鮮に要求することと矛盾している。ＮＰＴは第４条に
よって「原子力平和利用」に関して「締約国の奪い得な
い権利」を規定しているからである。
　当然のこととして、北朝鮮はこの線を最後まで譲らな

かった。

共同声明

　過去の３回の６か国協議においては、議長国中国は、
共同文書の採択を試みたが成功せず、議長声明を出す
ことに留まらざるを得なかった。したがって、成果の積み
上げのない会議として、その有効性を危ぶむ声が挙
がっていた。しかし、今回は６か国とも会議の期間を設定
しないで会議に臨むことで合意し、意欲を示した。不成
功に終わると、６か国協議の存続そのものが危ぶまれ、そ
れを米国も北朝鮮も望まなかったからである。
　合意の背景には、中国と韓国による米国と北朝鮮の対
立緩和への外交努力があった。そもそも、金大中政権、
盧武鉉政権と一貫して継続された「太陽政策」が高く評
価されなければならない。ブッシュ大統領が北朝鮮を
「悪の枢軸」と呼び、ライス国務長官が「圧制の拠点」と呼
ぶ中で、韓国は北朝鮮政策の基本においては、米国か
らの圧力に抗し続けた。中国は、北朝鮮問題を外交カー
ドとして維持し続けるためにも、中国の調停力を示す結
果を出すために努力した。
　とは言え、今回の６か国協議においても、最後まで共同
宣言の文言についての合意は難航し、決裂寸前の状況
にまで立たされたと伝えられる。最後の局面で、北朝鮮
への軽水炉提供に関して６か国が議論する時期を「適切
な時期に」と表現する案を中国が提案し、ようやく合意に
漕ぎ着けることができたと伝えられる２。

２つの再確認

　共同声明は英語で合意された。外務省の仮訳と英文と
を比較しながら手直ししたものを資料２として掲載する３。
　まず、共同宣言が、現在その有効性が揺らぎつつあっ
た２つの２国間合意を、６か国全員によって再確認したこ
とに注目したい。これは、６か国協議の今後にとってのみ
ならず、東北アジア全域の協調的安全保障の将来にとっ
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第４回６か国協議に関する共同声明
２００５年９月１９日

於：北京

　第４回６者会合は、北京において、中
華人民共和国、朝鮮民主主義人民共
和国、日本国、大韓民国、ロシア連邦
及びアメリカ合衆国の間で、２００５年７
月２６日から８月７日まで及び９月１３日か
ら１９日まで開催された。
　武大偉中華人民共和国外交部副
部長、金桂冠朝鮮民主主義人民共和
国外務副相、佐々江賢一郎日本国外
務省アジア大洋州局長、宋旻淳大韓
民国外交通商部次官補、アレクサンド
ル・アレクセーエフ・ロシア連邦外務次
官及びクリストファー・ヒル・アメリカ合
衆国東アジア太平洋問題担当国務次
官補が、それぞれの代表団の団長とし
て会合に参加した。
　武大偉外交部副部長が会合の議
長を務めた。
　朝鮮半島及び東北アジア地域全体
の平和と安定のため、６者は、相互尊重
及び平等の精神の下、過去三回の会
合についての共通の理解に基づい
て、朝鮮半島の非核化に関する真剣
かつ実務的な協議を行い、この文脈に
おいて、以下のとおり合意した。
１．　６者は、６者協議の目標は、平和的
な方法による、朝鮮半島の検証可能
な非核化であることを一致して再確
認した。
　　朝鮮民主主義人民共和国（北朝
鮮）は、すべての核兵器及び既存の
核計画を放棄すること、並びに、核

兵器不拡散条約及びＩＡＥＡ保障措置に
早期に復帰することを誓約した。
　　アメリカ合衆国は、朝鮮半島におい
て核兵器を持っていないこと、及び、朝
鮮民主主義人民共和国に対して核兵
器または通常兵器による攻撃または侵
略を行う意図を持っていないことを確認
した。
　　大韓民国（南朝鮮）は、その領域内に
核兵器が存在しないことを確認するとと
もに、１９９２年の朝鮮半島の非核化に関
する共同宣言に従って核兵器を受領せ
ず、かつ、配備しないとの誓約を再確認
した。
　　１９９２年の朝鮮半島の非核化に関する
共同宣言は、遵守され、かつ、実施され
るべきである。
　　朝鮮民主主義人民共和国は、原子力
の平和的利用の権利を有する旨発言し
た。他の参加者は、この発言を尊重する
旨述べるとともに、適当な時期に、朝鮮民
主主義人民共和国への軽水炉提供問
題について議論を行うことに合意した。

２．　６者は、それらとの関係において、国連
憲章の目的及び原則並びに国際関係に
ついて認められた規範を遵守することを
約束した。
　　朝鮮民主主義人民共和国及びアメリ
カ合衆国は、相互の主権を尊重するこ
と、平和的に共存すること、及び二国間
関係に関するそれぞれの政策に従って
国交を正常化するための措置をとること

を約束した。
　　朝鮮民主主義人民共和国及び日本
国は、平壌宣言に従って、不幸な過去及
び懸案事項を解決することを基礎とし
て、関係を正常化するための措置をとる
ことを約束した。

３．　６者は、エネルギー、貿易及び投資の
分野における経済的協力を、二国間又
は多数国間で推進することを約束した。
　中華人民共和国、日本国、大韓民国、ロ
シア連邦及びアメリカ合衆国は、朝鮮民
主主義人民共和国に対してエネル
ギー支援をする意向があることを述べ
た。大韓民国は、朝鮮民主主義人民共
和国に対する２００万キロワットの電力供
給に関する２００５年７月１２日の提案を再
確認した。

４．　６者は、東北アジア地域の永続的な平
和と安定のための共同の努力を誓約し
た。直接の当事者は、適当な別個の話合
いの場で、朝鮮半島における恒久的な
平和体制について協議する。
　　６者は、東北アジア地域における安全
保障面の協力を促進するための方策に
ついて探求していくことに合意した。

５．　６者は、「誓約対誓約、行動対行動」の
原則に従い、前記の意見が一致した事
項についてこれらを段階的に実施して
いくために、調整された措置をとることに
合意した。

６．　６者は、第５回六者会合を、北京におい
て、２００５年１１月初旬の今後の協議を通
じて決定される日に開催することに合意
した。

（原文である英文テキストを参照しなが
ら外務省仮訳に一部手を加えた。強調
はピースデポ）

資料２

て、極めて重要な基礎を再構築した意味を持っている。
　第１に重要なのは「１９９２年の朝鮮半島の非核化に関
する共同宣言は、遵守され、かつ、実施されるべきであ
る」と６者が合意したことである。北朝鮮が、「核保有を宣
言した」（０５年２月１０日）と騒がれた中で、９２年共同宣言
はもはや無効であると言われかねない状況があった。そ
れに対して今回の共同宣言は、９２年合意が現在も有効
であると改めて確認したのである。因みに、私たちが提
案している「スリー・プラス・スリー」構想の非核兵器地帯
は、９２年非核化共同宣言を一つの基礎としているが、こ
れによってその基礎を再確認できたことにもなる。
　第２の重要点は、日朝両国が「平壌宣言に従って、不
幸な過去及び懸案事項を解決することを基礎として」関
係正常化に向かうことを、６者全体として確認したことで
ある。０２年９月１７日に平壌宣言が発表されて以来、北朝
鮮はＮＰＴを脱退し、核保有を口にするというような経過
があった。そのことによって、平壌宣言に謳われた「関連
するすべての国際的合意を遵守する」などの文言が反
古にされ、もはや平壌宣言は死文化したとの議論が一部

に発生していた。そのような状況に対して、日朝両政府
のみならず、他の４か国を加えた６か国が、平壌宣言の有
効性を確認したことは、極めて大きな意味を持っている。

非核兵器地帯への礎石

　共同声明はまた、東北アジアの協調的安全保障の機
構を準備するための礎石となるいくつかの重要な合意を
した。とりわけ、私たちが提案している「モデル条約」によ
る東北アジア非核兵器地帯の構想にとって、有益な合意
があった。
　第１に、６者が「東北アジア地域における安全保障面の
協力を促進するための方策について探求していくことに
合意した」と宣言は述べている。つまり、朝鮮半島の非核
化を超えて東北アジアの協調的地域安全保障の追求
が６か国協議の議題となることが述べられた。したがって、
東北アジア非核兵器地帯化を６者協議のテーブルに載
せることが可能となる枠組みができたと言えるであろう。
　さらに、共同宣言において米国が北朝鮮に約束した
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安全の保証の文言は、私たちの「モデル条約」よりも進ん
だ内容になっている。すなわち、米国は北朝鮮に対して
「核兵器または通常兵器による攻撃または侵略を行う意
図を持っていない」と確認したのである。米国は、単に核
攻撃をしないというのみならず、通常兵器による攻撃の
意図も否定した。「意図を持っていない」と「しない」との
間には微妙な差があるが、米国の武力不行使の表明
は、この地域の非核地帯条約に新たな積極的可能性を
追加した。

「モデル条約」の改訂

　「共同宣言」の成果を踏まえて「モデル条約」に次のよ
うな改訂を加えることを提案したい４。
　まず、前文の一部に次の３文節がある。

　「また、核兵器の先制使用を含め、実際に核兵器が使
用されるという新たな軍事的脅威が生まれつつあること
を危惧し、
　朝鮮半島においては『朝鮮半島の非核化に関する南
北共同宣言』が１９９２年２月に発効し、日本においては、
今日国是とされる非核三原則が１９６７年以来確立してい
ることを想起し、
　したがって、この地域に関係国の自発的合意に基づ
いて非核兵器地帯を設立することは、歴史的経緯から
極めて自然な希求であるという認識を共有し、」

　この第２文節と第３文節の間に、次のような新しい文節
を挿入する。

　「さらに、２００５年９月に採択された関係６か国協議の共
同宣言において、１９９２年南北共同宣言が再確認される
と共に、『東北アジア地域における安全保障面の協力を
促進するための方策について探求していくことに合意し
た』ことを想起し、」

　次に、「モデル条約」ではいわゆる「消極的安全保証」
に関する条項「第３条２（ａ）」は次のようになっている。

　「第３条２．近隣核兵器国の義務
　近隣核兵器国は、次のことを約束する。
　（ａ）東北アジア非核兵器地帯に対して核爆発装置を
使用しない。また、使用の威嚇を行わない。」５

　前述したように共同宣言において、米国は北朝鮮に対
して通常兵器も含めた安全の保証を与えた。この前進を
踏まえて、モデル条約はこれを近隣核兵器すべてに課す
義務とすることができるであろう。これは、既存の非核兵
器条約には存在しない条項であるが、共同宣言が生まれ
たことによって、決して現実離れした条項ではなくなった。
モデル条約は、たとえば次のような文言に改訂できる。

　「第３条２．近隣核兵器国の義務
　近隣核兵器国は、次のことを約束する。

　（ａ）核爆発装置によるか通常兵器によるかを問わず、
東北アジア非核兵器地帯に対して武力攻撃を加えな
い。また、武力攻撃の威嚇を行わない。」

　しかし当然、次のような疑問が生まれるであろう。モデ
ル条約の「地帯内国家」（日、韓、朝）同士間の通常兵器
による攻撃・威嚇は許されるのか。また、「地帯内国家」か
ら「近隣核兵器国」に対する通常兵器による攻撃・威嚇
の問題はどうするのか。
　非核の地帯内国家による通常兵器攻撃を禁じる条約
は、もちろんすばらしい意義を持つであろうが、これは、非
核兵器地帯条約の域を超えた「地域的不戦条約あるい
は不可侵条約」の性格をもつ条項である。これが現実性
を帯びるためには、さらに多くの問題を考慮しなければな
らないであろう。したがって、モデル条約においては、核
兵器に当面の焦点を当て、次のような論理において第３
条２（ａ）を位置づけるのが妥当であると思われる。
　すなわち、北朝鮮の場合がそうであったように、また潜
在的な日本の核武装論者が中国の核兵器を口実とする
場合がそうであるように、核兵器国による攻撃は、核兵器
を用いようが通常兵器を用いようが、核兵器による攻撃
のさし迫った脅威を相手側に与える。この脅威に対抗す
る論理として自らの核武装を合理化する議論が入り込
むのである。簡単に言えば、核兵器国による武力攻撃の
可能性は、用いられる兵器の種類を問わず、核拡散の誘
因となる。したがって、核兵器拡散の誘因を断つために、
核兵器国は近隣諸国に対して手段を問わない安全の保
証を行う義務を負うのである。
　この論理を明確にするために、前に抜粋したモデル条
約の前文の３文節において、第１文節と第２文節の間に次
の一文を加えることにする。

　「さらにまた、核兵器を用いるか通常兵器を用いるか
を問わず、核兵器を保有する国からの武力攻撃の脅威
が、核兵器の拡散の誘因となりうる国際社会の現実を直
視しながら、」

「行動」対「行動」

　さて、今後の最大の問題は、言うまでもなく共同宣言が
どのように実行されるかである。
　一部の新聞報道だけに接している市民には、共同宣
言の署名のインクが乾くか乾かないかのうちに、北朝鮮
が「軽水炉の供給が先になければ、核兵器の放棄はな
い」と一方的に主張し始めたかのように受け取られかね
ない。しかし、事実経過は、もっと冷静に受けとめられるべ
きものである。
　前述したように、共同宣言は「適切な時期に、朝鮮民
主主義人民共和国への軽水炉提供問題について議論
を行うことに合意した」と述べている。つまり、「適切な時
期」というあいまいな表現によって初めて合意が成立し
たのである。そして、それぞれの国が自国の都合のよい
解釈を与える余地を残した。
　宣言の採択後、９月１９日の閉会式において米国が早
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　国際社会の注目を集めるなか、９月１３日
に北京で始まった朝米間の核問題に関す
る第４回６か国協議の第２段階協議は、９月
１９日に終了した。
　ＤＰＲＫの積極的なイニシアティブによっ
て２００３年８月に始まった協議は、紆余曲折
を繰り返しながらも、この２年余に数度にわ
たり開催されてきた。
しかしながら協議は、朝鮮半島の非核化に
向けた国際社会の一致した期待に反し
て、参加国間の対立姿勢により、何の成果
もなく無益な会談を繰り返してきた。我々
は、朝鮮半島の非核化という総体的目標を
是が非でも実現するため、寛大さ、忍耐強
さ、真摯さをもって、原則的で、公正かつ公
明正大な態度で今回の協議に臨んだ。そ
の結果、我 は々ついにすべての試練を乗り
越え、「言葉による誓約」である共同声明の
合意をとりつけた。
　共同声明は、朝米間の核問題解決に向
けた我々の一貫した姿勢を反映したもの
であると同時に、朝鮮半島全体の非核化
に責任を持つ米国および韓国の誓約をも
反映したものとなっている。周知のように、
朝鮮半島を非核化するという「言葉による
誓約」において、これまでＤＰＲＫと米国との
あいだにおける最も深刻な違いとなってい
るのは、平和目的での核活動に対する前
者の権利に関する問題である。具体的に
は、米国の前者に対する軽水炉の提供の
問題であった。８月に開かれた第４回協議

の第１段階協議を、企図した成果を生み出
すことなく休会とせざるを得なかったのは、
これらの相違のためであった。現在の米政
権は、ＤＰＲＫに対し、主権国家の独立した
権利であるべき平和目的での核活動の権
利をも原則として否定し、ＤＰＲＫが核不拡
散条約（ＮＰＴ）を脱退し、もはや国際原子
力機関（ＩＡＥＡ）の加盟国でなくなったこと
を口実に、いかなる場合も軽水炉を提供で
きないと主張した。米国のこの不当な態度
に対抗して、我 は々、朝米間の核問題の解
決を見出す基盤は、両国間で歴史におい
て作り出された不信の一掃であり、また、相
互信頼を築くための物理的な基礎固めは
ＤＰＲＫへの軽水炉の提供以外にあり得な
いことを明確にした。我 は々、米国が、軽水
炉提供を通じて、わが国をしてＮＰＴ脱退を
余儀なくさせた根本的な原因を取り除くよう
強く要求した。
　協議において、米国を除くすべての関係
国は、平和目的の核活動に関するＤＰＲＫ
の権利を尊重し、軽水炉の提供について
議論することを支持した。
　米代表団は今回、会議の流れに圧力を
感じて数回にわたり本国政府と連絡を取っ
たあげく、自らの主張を撤回するしか選択
肢がなかった。６か国は、共同声明で合意
した事項について、今後「行動対行動」の
原則に沿って、協調的措置を段階的に実
施していくことで合意した。
　共同声明の中に明記されたように、我々

は、信頼醸成の基盤である米国からの軽
水炉提供があり次第、即座にＮＰＴに復帰
し、ＩＡＥＡと保障措置協定を締結し、それを
履行する。
　すでに一度ならず明確にしてきたよう
に、もし朝米関係が正常化し二国間の信
頼が醸成され、米国の核の脅威にもはや
晒されないとすれば、我々は一個たりとも
核兵器を保有する必要を感じなくなるであ
ろう。
　したがって、米国にとって最も重要なこと
は、我々の平和目的での核活動を実質的
に認める証拠となる軽水炉を、一日も早くＤ
ＰＲＫへ提供することである。

　米国は、我 と々の信頼構築の物理的担
保である軽水炉の提供なしに、ＤＰＲＫの核
抑止力放棄の問題を夢にも考えてはなら
ない。これが、地中深く突き刺さった岩のよ
うにゆるぎない我 の々正当かつ首尾一貫し
た立場である。我 は々これまで米国政府の
強硬派に対して政策を具体化してきたし、
これからもそうするであろう。
　米国が今後、「行動対行動」の段階で現
実にどんな動きをするか見守るべきだが、
もし再び「軽水炉の提供に先立つ、ＤＰＲＫ
による核兵器の廃棄」を主張するようなら
ば、朝米間の核問題は何も変わることなく、
その結果はきわめて深刻で複雑なものとな
るであろう。
　米国がもし、今回の約束を破る道へと進
むならば、我 は々我々の信念であり道しる
べでもある「先軍路線」が示す道に沿って、
寸分の狂いもなく前進するであろう。

（訳：英文テキストよりピースデポ）

北朝鮮外務省スポークスマン声明
２００５年９月２０日

資料３

速その解釈を述べた（資料１に抜粋）。それによると、北朝
鮮がＮＰＴに復帰し、核兵器の放棄が検証されて初めて
軽水炉問題が話題に上る。したがって当然、北朝鮮は自
分の解釈を述べることになるであろう。それが、翌９月２０
日の「外務省スポークスマン声明」６である。少し長いが、
論調を知っていただくために、英文から全訳をして資料
３に掲載する。その中で北朝鮮は、「米国は、我 と々の信
頼構築の物理的担保である軽水炉の提供なしに、ＤＰＲ
Ｋ（北朝鮮）の核抑止放棄の問題を夢にも考えてはならな
い」と述べ、軽水炉提供こそが先でなければならないと
主張したのである。
　ここでの見解の衝突に心を奪われるよりも、私はむし
ろ、共同宣言で一致した「誓約対誓約、行動対行動」の
原則に従って段階的に宣言を実行していくことに最大の
関心と智恵を注ぐべきであると考える。共同宣言は、あい
まいさも含めて「誓約対誓約」として紙の上の約束を交
わしたのである。これを元にバランスの取れた「行動対
行動」を見出す必要がある。米国の言うような「核放棄の
検証」を待つという議論では、検証に必要な数年のあい

だ、北朝鮮ばかり「行動」を強いられる。逆に北朝鮮の言
うような軽水炉建設を待っていれば、数年の間米国ばか
り、見返りのないかも知れない「行動」を強いられる。
　両国がバランスの取れた「行動」を取り合って前進す
る智恵が強く求められている。ＮＧＯも含めてこのことは問
われるであろう。また、６か国は共同宣言をとりまく環境を
悪化させるような行動を厳しく慎まなければならない。小
泉首相の靖国神社参拝などは、このような状況への無頓
着を示す点から考えただけでも、愚行の極みと言うべき
であろう。（梅林宏道）
 注
１ 声明の全文は、本誌２２８-９号（０５年３月１日）
２「朝日新聞」（０５年９月２１日）。
３ 外務省仮訳のＵＲＬ　http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/

n_korea/abd/ks_050919.html
４ モデル条約（０４年７月３日版）全文・解説は、ブックレット「東北
アジア非核地帯」（ツインブックレット日韓共同刊行委員会、
２００５年３月１５日、ピースデポ刊）参照。ピースデポのウェブに
も掲載。

５ モデル条約における「近隣核兵器国」とは、米、ロ、中である。
６ 英文テキスト：

http://www.kcna.co.jp/item/2005/200509/news09/21.htm#1

●Ｍ
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潜水艦発射弾道ミサイル「ブラバ」

　サイバーカースト・ニューズサービス（ＣＮＳ＝Cybercast
News Service。CNSNews.com）は、９月２９日、モスクワ発の
情報として、ロシア海軍北方艦隊所属の戦略原潜が９月
２７日に白海からカムチャッカ半島の射爆演習場に向け
て新世代潜水艦発射弾道ミサイル（ＳＬＢＭ）ブラバの試
射を行ったことを報じた１。研究プロジェクト「ロシア戦略
核戦力」を運営する研究者パベル・ポドビックによれば、
発射実験に使われた戦略原潜はディミトリ・ドンスコイで
ある。それは、ＳＬＢＭブラバの試射用に改造された９４１級
潜水艦である。今回の試射は、ＳＬＢＭブラバの最初の試
射であり、無事に演習場に着弾したことにより、試射は成
功したと評価できる２。本誌２２３号で報じたように、ブラバ
は０４年９月２３日、同じく原潜ディミトリ・ドンスコイにおいて
ミサイル射出の動作実験が行われていたが、ロケット・エ
ンジンへの点火は行われなかった。
　ＣＮＳニューズは、ブラバの性能を固体燃料推進式で、
最大１０発の個別誘導可能な核弾頭が搭載可能で、射
程距離は８，０００キロとしている。ブラバの性能仕様につ
いては、他にもさまざまな推測がある。例えば、
GlobalSecrity.Orgのアナリストであるジョン・パイクは、陸
上発射型のトーポリＭを潜水艦搭載可能なように小型化
した固体燃料式ミサイルで、５５０キロトンの弾頭を最大で
６発搭載でき、射程距離を１０，０００キロとした３。本誌２４３号
はグローバル・セキュリティ・ワイヤ誌（電子版）４の報道に
依拠し、トーポリＭの派生型で、射程距離１０，０００キロとし

た。ちなみに、実験段階にあるブラバは西側識別名でＳ
Ｓ-ＮＸ-３０であるが、ロシア側の正式な識別番号は明ら
かになっていない５。
　さて、ＵＰＩ通信社が１０月４日付でイタル・タス通信の引
用として伝えるところによれば、オホーツク海に展開する
戦略原潜も９月３０日に白海カニン・ノス岬の目標に向け
てブラバを試射し、実験に成功したという６。ただし、研究
者パベル・ポドビックは、これとは異なった見解を示して
いる。すなわち、太平洋艦隊に所属する公式番号Ｋ-４３３
潜水艦（６６７ＢＤＲ級/デルタⅢ級）聖ジョージ・ポベドノセ
ツがオホーツク海からＲ-２９Ｒ（西側識別名ＳＳ-Ｎ-１８）を試
射したとする。在来型のＳＬＢＭの試射であり、０４年１１月
２日にも同艦からＲ-２９Ｒの試射が行われている７。
　ＣＮＳニューズの９月２９日の報道（前出）によれば、９月
２８日、ロシア国防相セルゲイ・イワノフは、２７日のブラバ
試射の成功を賞賛し、新兵器は０７年末に配備されるだ
ろうと発言した。ＣＮＳニューズはブラバを搭載するボレイ
級新型艦２隻を建造中であり、０６年と０７年に配備される
とした８。別の文献は、ブラバ１２発搭載のボレイ級戦略原
潜１番艦ユーリ・ドルゴルキの就役を０５年、同２番艦アレ
クサンデル・ネフスキィの就役を０８年としている９。

プーチン大統領のテレビ発言

　興味深いことは、ブラバの試射が行われたのは、プー
チン大統領がテレビの生出演番組でロシアの新型戦略
ミサイル・システムを宣伝したのと同日であったことだ。ロ
シア大統領府によれば、大統領は「いかなる国も先を越
すことのできない新型の高精度戦略ミサイル・システム
を開発中である」と発言した（発言を囲み記事に抄訳し
た）１０。プーチンは新型ミサイルを指して「弾道や高度を
変えることができる超音速システム」と説明した。ミサイル
防衛に対しても「事実上無敵である」という。
　本誌で紹介したように、０４年１１月１７日、ロシア軍幹部
会議において、プーチン大統領は、他の核保有国が過
去に開発しておらず今後もそうする予定のない新型兵
器を開発中であることを明らかにした１１。今回ブラバ試
射と同日に行われたプーチンのテレビ発言は、０４年１１月
の大統領の発言とほとんど重なっている。また、０４年２月
１８日には、大規模軍事演習「安全保障２００４」の最中に、
プーチン大統領は「極超音速、精密誘導の新兵器システ
ム」を開発中であると発言した。「極超音速」、「高精度
（精密誘導）」といった形容詞は、テレビ発言での説明と
共通している。「新兵器システム」とは結局、ブラバを指

プーチン大統領のテレビ発言
　（抜粋）　　　　　　　　　　　０５年９月２７日　

　「われわれは現在、新型の、近代化された、陸上およ
び海洋で使用可能なミサイルのテストを始めている。わ
れわれは、地上移動型を含む新鋭の弾道ミサイルの発
注を始めている。われわれは、高精度兵器の開発事業
を継続し、その兵器はテストされている最中である。お
そらく貴方がご存知のように、私も最近、そのテストに参
加した。この兵器は長射程高精度ミサイルであり、私が
以前に述べたように、世界のいかなる国もこのような兵
器を未だに保有しておらず、われわれが保有する前に
保有することもないだろう。それは、弾道や高度を変え
ることができる超音速システムであり、われわれのパー
トナーのある国が開発している対ミサイル防衛システム
も含めて、事実上無敵である。」
（クレムリンのホームページ。訳：大滝正明、ピースデポ）

米ミサイル防衛が引き起こした
          軍備競争

ロシア海軍、新型ミサイル試射に成功

８ページ下段へつづく→◆
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すのであろうか？
　ロシアは、ここ数年、米国のミサイル防衛網を突破でき
る能力を保有することを示唆している。ブッシュ政権が１
９７２年のＡＢＭ条約から脱退し、ミサイル防衛計画を積極
的に推進し始めてからは、ロシアは戦略ミサイルへの単
弾頭搭載という限定にこだわらなくなった。複数の弾頭
および囮（デコイ）を搭載していれば、弾頭を迎撃し撃破
するように設計された米国ミサイル防衛システムに対す
るロシアのミサイルの脆弱性を低減することができる。ブ
ラバ開発もその一環であろう。
　ともあれ、９月２７日のブラバ試射の成功は、ロシア戦略
核の軍事的能力を強調するプーチン政権の努力の最も
新しい実例であるとともに、米ミサイル防衛が引き起こし
ている新しい軍備競争の表れと見てよいであろう。

（大滝正明）
注：
１ http://www.cnsnews.com/ViewPrint.asp?Page=\ForeignBure

aus\archive\200509\FOR20050929b.html
２ http://russianforces.org/eng/news/archive/000606.shtml
３ http://www.globalsecurity.org/wmd/world/russia/3m14.htm
４ http://www.nti.org/d_newswire/issues/

2004_11_18.html#5E69593F
５ http://russianforces.org/eng/blog/archive/000610.shtml
６ http://www.wpherald.com/storyview.php?StoryID=20051004-

023629-7619r
７ http://russianforces.org/eng/news/archive/000608.shtml
８ 注１と同じ。
９ロバート・ノリス、ハンス・クリステンセン、「ロシアの核戦力：２
００５年」（『ブレティン・オブ・ジ・アトミック・サイエンティスツ』０
５年３／４月号）

１０http://www.kremlin.ru/eng/speeches/2005/09/27から英語版発
言録にアクセスできる。

１１本誌２２３号（０４年１２月１日）３ページ資料。

　論争の大半は核の「タカ派」と核の「ナショナリスト」の
間で行われている。核の「タカ派」によれば、このような取
引はインドの核兵器開発に不必要な制約を課し、水爆を
も含む大規模な核兵器保有を実現する妨げとなる。こう
した見解は、アタル・ベハリ・バジパイ前首相とインド人
民党（ＢＪＰ）によって唱えられている。バジパイの議論は
次のようだ。「軍事用と民生用を分離するのはきわめて困
難である。不可能ではないにしても、……そうすることは
核抑止の大きさを決定する柔軟性をわれわれから奪っ
てしまう」。ここで「柔軟性」と彼が言うとき、核兵器の削減
や廃絶は含まれていない。民生用と軍事用の分離が、軍
事施設の規模の縮小につながることをバジパイは恐れ
ているのだ。
　核の「ナショナリスト」たちの見解は、より穏健かつ伝統
的なものである。すなわち、核開発計画はインド国民によ
る技術上の偉大な達成であり、インドの経済・社会の発
展に不可欠であるとする。この見解によれば、米印間の
取引は「最小限」の核兵器保有に不当な制限を課すこと
なく、核エネルギー計画を維持・拡大していくための１つ
の方法を提供する。これはインドの現政権の見解でもあ
る。マンモハン・シン首相は７月２９日の国会で次のように
述べた。「われわれの核開発計画…は、ユニークである。
それは、『進んだ核大国（advanced nuclear power）』を特徴
づける諸活動の全範囲にわたっている」と。
　ところで、これら２つの見解には共通の欠陥がある。第
一に、両者ともインドの核エネルギー開発が成功するこ

とを前提にしている。しかしその保証はない。米印間の
取引は、健康・安全・環境・民主主義の保全に関する、イ
ンド原子力エネルギー省（ＤＡＥ）による長期にわたる高
価で大規模な失敗を証明するものであることを、彼らは
認識していない（５０年以上にわたる政府による寛大な資
金投下にも拘らず、原子力発電はインドにおける電力生産

能力の３％を占めるにすぎない）。第二に、両陣営とも核兵
器が安全保障の源泉であると考えている。しかしこの確
信はすでに破綻している。さらにこのような確信に固執
する者は、核兵器を保有しさらに使用さえしようとするこ
との、道徳的・法的・犯罪的な諸問題を無視している。両
者の違いは、彼らが保有する大量殺戮兵器の規模と性
質、および彼らが殺そうと脅迫する人 の々数にあるにす
ぎないのだ。
　米国とインドによる今回の合意は、２つの基本的な問
題を提起している。第一に、開発と人 の々福祉のために、
インドは核エネルギーを必要とするだろうか。これについ
て、必要としないという回答がありうる。第二に、近隣諸国
および世界との平和的な共存のために、インドは核兵器
を必要とするだろうか。多くの人 は々、十分な根拠をもっ
て、必要としないと考えている。
　米印合意の帰結は、原子力発電で装備し核兵器で武
装したインドが、ワシントンの影の中で尊大にもふんぞり
返って歩いている、という未来図である。これほど結果が
明らかな選択はないであろう。（藤田明史）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

「米印共同声明」をめぐるインド国内の論争

　２００５年７月１８日に発表された「米印共同声明」（本誌２４２号参照）をめぐるインド国内での論争を紹介す
る。以下の記述は、ジア・ミアン、Ｍ．Ｓ．ラマーナ「核の火に油をそそぐ」（『フォーリン・ポリシー・イン・フォーカ
ス』２００５年９月２０日）による。インドで実際に何が争点になっているかを知ることができ、われわれにとって大
いに参考になる。問題の焦点は、インドが民生用と軍事用に核施設・計画を明確に分離することと引き換え
に、米国がインドの核エネルギー計画に支援を約束したことで、今後どのような帰結が予想されるかである。

◆←７ページからつづく

●Ｍ

●Ｍ
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つちやま　ひでお

１９２５年、長崎市生まれ。長崎で入市被爆。病理学、８８年～９２年長崎大学
長。過去２回開かれた核兵器廃絶地球市民集会ナガサキの実行委員長。 （題字も）

　地球上になお２８，０００発以上もの核弾頭が
存在している現状では、核兵器廃絶（以下、
核廃絶と省略）を今日言って明日できるはず
がないことは誰でも分かっている。しかし核廃
絶への手順を踏む取りくみすら見えてこない
となると、被爆者の人たちが、核兵器国は自
分たちが死に絶えるのを待っているつもりか、
と反発するのも当然である。
　その意味で、平和市長会議が推進しようと
している２０２０ビジョンは、明確な指標を設定
した構想と言える。２０１０年までに核兵器禁止
条約を制定させ、２０２０年までに核廃絶を完了
させようというのである。この行動計画に因ん
で、過去に出されたいくつもの核廃絶案につ
いて少し検証してみよう。
　最も早いのは８６年１月、当時のソ連共産党
書記長ミハイル・ゴルバチョフの演説で、２０００
年までに核兵器を完全撤廃するというもので
あった。５年毎に種類別（例えば戦術核など）
の核兵器を撤去して行き、３段階の１５ヵ年で
すべての核兵器の撤去を計る提案だった。８
６年１０月のレイキャビク首脳会談で米国の
レーガン大統領はこの考えを受け入れたばか
りか、二人は更に１０年で核兵器をゼロにする
という、より短期の計画にさえ合意した。だが
後になって米国は、ＳＤＩ計画（いわゆるスター
ウォーズ構想）にこだわったため、惜しくもこの
種の合意は束の間の夢と終ったのである。
　これに続く形でインドのラジブ・ガンジー首
相は、２０１０年を目標にした核廃絶のための
「行動計画」を提唱した。具体的方策につい
ては９２年５月の『原子力科学者会報』にバル
チャンドラ・ウドガオンカーほかの連名による
論文が掲載された。最初の５年間はすでに署
名された協定あるいは一方的宣言の履行、
新しい宣言・条約・協定に向けた交渉の開始
などに当てる。続く各々次の５年（合計１０年）に

は連続した２つの履行段階が設定され、各段
階ごとに時間目標が設定あるいは再設定さ
れ、それらを履行することによって２０１０年まで
に「核兵器のない世界」を実現させようとする
ものであった。以来、ウィリアム・エプスタイン
元国連事務局員による２０２０年完了の４段階
案（９４年）、米シンクタンク「ヘンリー・スチムソ
ン・センター」による４段階案（９５年）、「パグ
ウォッシュ会議」による多角的提案（９５年）、
オーストラリア政府による「核兵器廃絶のため
のキャンベラ委員会」の３段階案（９６年）、日本
政府の依嘱による「核不拡散・核軍縮に関す
る東京フォーラム」（９９年）、さらに非同盟諸国
やＮＧＯを中心とした「核兵器禁止条約」案
等々がある。
　これらの核廃絶案を見比べていて気付く
ことがある。エプスタイン案までの比較的早
い年代の提案には、完了時期や各段階の目
標期限が明示されているのに、以後の提案
にはほとんどその点が記されていない。この
疑問に対して、米国の或る若手研究者がこう
語ってくれた。「歴代の米政権は、国際政治
が常に流動的であって期限の設定が提案
者の願望になっても、何の保証にもならない
と考えているからに違いない」。そしてこうも
付け加えた。「特に急進的な非同盟諸国の
提案だと、米政府はむしろ反発感情が先立
つように思える」と。実は故ヨーゼフ・ロートブ
ラット博士も「核軍備撤去のような複雑な過程
に、特定の期限を指定するのは恐らく賢明で
はないだろう。重要な事件が起こると、期限を
付した行動計画表はすぐ時代遅れになるか
らだ」と記している。
　これらの点を重ね合わせると、非同盟諸国
の考え方に近似する今回の２０２０の行動計画
が、果たして米政府を動かし得るか否か、大
きな賭と言えるだろう。
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　６か国（ブラジル、カナダ、ケニア、メキシコ、ニュージーラ
ンド、スウェーデン）のイニシアティブにより、ジュネーブ軍
縮会議（ＣＤ）で行き詰まっている軍縮をめぐる４つの重
要議題（「消極的安全保証（ＮＳＡ）」、「核軍縮」、「カットオフ
条約（ＦＭＣＴ）」、「大気圏外での軍備競争の防止（ＰＡＲＯ

Ｓ）」）について国連総会の下に特別委員会を設置すると
いう意欲的な提案が準備されていた（本誌２４４号参照）。
しかし、米国の強い圧力により、今年は提案されず、もう
１年間、ＣＤでの議論の進展を待つということになった。

５大使調停案
　既に本誌でも再三述べたように、軍縮を扱う国連の機
関であるＣＤは、１９９９年以来、主として上述のＰＡＲＯＳを
めぐる米中の対立から議論が全く進展しない状態となっ
ていた。ブラジルのアモリム大使の提案を受けて、２００２
年８月、アルジェリア、ベルギー、コロンビア、スウェーデ

ン、チリの５か国のＣＤ議長の経験のある大使により、調停
案（５大使調停案ないし「Ａ５案」と言われる）が提案された。
Ａ５案では、上記４課題についていずれも特別委員会を
設置すること及び各特別委員会の任務（マンデート）が提
案されていた。２００３年６月、５か国の大使はＡ５案の修正
案を提示した（ＣＤ／１９６３／Ｒｅｖ．１）。そしてこの修正Ａ５
案に対して、ロシアと中国が賛意ないし支持を表明した
ことからＣＤの行き詰まり打開への期待が高まった（詳細
は本誌１９５号参照）。
　ところが、米国はＡ５案に対して沈黙し、むしろＣＤに否
定的な見解を示していた。そればかりか、Ａ５案の中で条
約交渉が課題となっていたＦＭＣＴに関して、米国は従
前「差別的でなく、多国間の、国際的かつ効果的で検証
可能な交渉」に賛成していたにもかかわらず、２００４年に
いたって「ＦＭＣＴの現実的かつ有効な検証が不可能で
あるという深刻な懸念を提起」する等と表明し、むしろ、こ

　米国は、いくつかの政府が、国連総会第
１委員会（軍縮）において、総会の下に特別
委員会を設置することを求める決議案の
提出を計画していると聞いている。

　公式文書はまだ提出されていないが、
そのような分裂を呼び起こすような提案は、
締約国が、過去2年以上にわたり、第１委員
会の再活性化を通じ醸成してきた、改革に
向けた積極的な雰囲気を大きく阻害するも
のとなるであろう。

　新たに合意されている第１委員会のテー
マ別討論の概念においては、いかなる国
の代表団も、それらの政府が重要と考える
あらゆる問題を第１委員会に提起すること
ができる。特別委員会の設置は、この重要
なシステムが第１委員会において定着する
前にそれを損なわせるものとなるだろう。

　また、このような特別委員会は、ジュネー
ブ軍縮会議（ＣＤ）の作業プログラムを進展
させるというわれわれの共通の目的を害す
るであろう。事実、われわれは、当該決議案

が、これらの特別委員会をニューヨークで
はなくジュネーブにおいて設置することを
提案していると聞いている。

　国際社会は、もう一つの「幻の」ＣＤを創
設するのではなく、ＣＤを機能させることに
焦点を当て続けるべきである。

　実際、ＣＤの問題を第１委員会に移行さ
せることは、ＣＤの役割の終焉を意味するも
のであり、このイニシアティブを支持するも
のたちは、その責任を全面的に負うこととな
ろう。

　また、米国は、我々の同意なしに創設さ
れたいかなる国際的組織にも参加しないと
いう旨を明らかにしておきたいと思う。

　加えて、米国は、そのような組織が生み
出すいかなる合意にも決して拘束されるこ
とはないと考える。

　我 は々、国家および世界的な安全保障
に関する極めて重要な問題について、多

数決によって交渉を行うことはしない。この
決議の共同提案国が考案したメカニズム
においては、米国を含む全ての国家の重
大な安全保障上の利益を守ることはできな
いであろう。これは、われわれが参加しな
い、もう１つの理由でもある。

　ＣＤ議題をニューヨークにおいて議論し
たいと考えている諸政府は、既存の第１委
員会においてはもちろんのこと、ＣＤのメン
バーでない場合は、オブザーバーの地位を
適用することにより、ジュネーブにおいても
議論する機会を十二分に得ている。

　ＣＤにおける現在の行き詰まりの理由は、
ジュネーブにおいてと同様に、ニューヨーク
においても解決されうるものではない。事
実、この決議案の生み出すものは、その共
同提案国がまさに促進させようと努めてい
る国際的な不拡散ならびに軍縮の目標を
阻害するものとなろう。

　それゆえ、我 は々、第１委員会において、
このような特別委員会を設置する提案に反
対するよう、かつ、国際の平和と安全の維
持に関する問題を議論するためには、年ご
との第１委員会を最大限に利用するよう、貴
政府に対して強く求める。

（訳：佐藤史郎、ピースデポ）

特別委員会に関する国連総会第１委員会
決議案に関して

資料１

カナダなど来年への決意を表明

米国が各国政府に送った「圧力文書」

米国の横ヤリで潰れた「核軍縮特別委員会」の提案
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の点での後退ともいえる態度さえ示した（本誌２１７号）。

全会一致制
　ＣＤが停滞するに至ったのは、ＣＤが全会一致制をとっ
ているからである。核不拡散条約（ＮＰＴ）におけると同様
に全会一致制は、全ての国が拒否権を有しているに等
しい。今回の第１委員会における６か国イニシアティブ
は、ＣＤの全会一致制により議論が進まないことを是正す
るため、国連総会の多数決制度を利用して特別委員会
の設置を国連総会で行おうとするものであった。このイニ
シアティブは、ＣＤやＮＰＴを無視するのではなく、ＣＤやＮ
ＰＴの手続的問題点を民主的に改善しようという意欲的
なものであった。今年の広島の平和宣言も「国連総会の
第１委員会が、核兵器のない世界の実現と維持とを検討
する特別委員会を設置するよう提案します」と主張して
いた。

米国の反撃
　このような動きに対して、米国は、改革途上にある国連
総会自体に悪影響を及ぼす、ＣＤの問題はＣＤで扱うべき
である、安全保障は多国間の多数決にはなじまない等と
いった理由をあげて、このような特別委員会に参加しな

いし、決議にも従わないという文書（資料１）を配布して反
撃に出た。このような米国の動きもあり、６か国イニシア
ティブでは、カナダが代表して１０月１２日に声明（資料２）
を発表し、状況を見るためにもう１年待つが、もし、来年に
至ってもＣＤでの進展が見られないのであれば、再度決
議案を上程するとして本年度の提案は見送った。声明に
見られるように、彼らの志は高く、決意は固い。
　米国が決議提案国に力ずくで取り下げさせた例として
１９９３年の国連総会において、国際司法裁判所（ＩＣＪ）に
対する核兵器の違法性に関する勧告的意見を求める決
議に関するインドネシアに対する圧力がある。今回の６か
国イニシアティブと米国の動きはその時を想い起こさせ
る。しかし、その後、ＮＧＯの運動もあり、結局ＩＣＪに勧告的
意見を求める決議は翌１９９４年に採択された。ＩＣＪの勧告
的意見は、３つのＮＧＯ（ＩＰＢ（国際平和ビューロー）、ＩＰＰＮ
Ｗ（核戦争防止国際医師会議）、ＩＡＬＡＮＡ（国際反核法律

家協会））が強い国際世論の喚起に成功した。今回の場
合も、平和市長会議などを中心とする広範な世論づくり
が重要であろう。日本においても、ＣＤの活性化とともに、
ＣＤが動かない場合には、来年のこの決議への支持を訴
える運動を進めることが必要である。（内藤雅義）　

　軍縮および不拡散に関する多国間の作
業には目下のところ障害があり、ジュネーブ
軍縮会議（ＣＤ）が長年にわたって麻痺して
いることは周知のとおりである。この点につ
いては、第１委員会の一般演説で行われた
ほとんどの発言の中でも言及されていた。

　この６か国による地域横断的イニシア
ティブを行う気になったのは、ＣＤの現状が
容認できないものであるとの認識に立っ
て、この状況にただ不満を述べているだけ
ではなく、具体的な是正措置を編み出した
いと考えたからである。

　このような構想を発表しただけでも、この
軍縮問題を扱う世界的な討論の場におい
て、ＣＤにおける長年の行き詰まりがすべて
の国 の々安全保障上の利益に否定的な影
響を及ぼしているという事実が注目される
ことになったという点で、既に重要な目的は
果たしている。

　我 は々国連総会および第１委員会の改
革の継続を支持しており、第１委員会を、単
に決議を出すだけの機関としてよりむしろ、
我々が直面する現実世界の重要課題につ

いて話し合う政治的討論の場として使用
するというこの考え方も、同じ立場に立った
ものである。

　「軍縮および不拡散の優先議題に関す
る作業を開始する」ことに関する我々の決
議案に述べてある構想は、かなりの関心と
反響を呼んでいる。好意的なものもあれば
否定的なものもあるが、大部分は、そのよう
な構想が現存の軍縮機構にどのような影
響を及ぼすかに関してさらに情報を求める
ものであった。

　我 は々また、２００６年度の６人のＣＤ議長
のうちの最初の３人、つまりポーランド、韓
国、ルーマニアの各国大使とも議論を行っ
てきた。これらの協議の中でわかったこと
は、これらの議長が、ＣＤ内で核心となる問
題の体系的な討議を開始し、年度を通じて
継続することを目的としたイニシアティブを
追求する意向だということである。この目的
は我々のと全く同じである。

　我々が提案している構想にとっては、こ
れをさらに練り上げるとともに、いかなる結
果が生み出されるかについてすべての加

盟国代表がさらに十分に理解する機会が
得られれば、有益となることは明白である。
また、これからのＣＤ議長が彼らの計画を作
り上げるための場と時間を与えるようにした
いとも考える。以上のことを念頭に置いて、
現時点では決議案の提出を進めないこと
に決定した。

　ＣＤが意義のある作業を再開するように
するという目的は議長も我 も々同じであり、
議長がこの目的を首尾よく達成されんこと
を祈るとともに、我 と々しても支援を惜しむ
ことはない。

　同時に、理由のいかんを問わず、ＣＤが２
００６年もまた結果を残せないままに１年を送
ることになれば、大多数の国の安全保障上
の利益が少数の国の政策によって人質に
とられているような状況に対する、民主的な
かつ多国間的な代案を保証する手段の一
つとして、この提案を再度提出するという
選択肢は捨てないことを断っておきたい。
その間の時間を活用して、このような目的
に対する広範な支持基盤を築いていきた
い。また、軍縮機構に関するテーマ別の討
論を利用して、これらの構想の検討をさら
に進め、他の国 も々これにならうよう勧めて
いきたい。

　最後に、この計画を支持してくれた方 、々
特にＮＧＯ諸団体の方 に々心から感謝の意
を表するとともに、ＣＤを仕事に復帰させるべ
く２００６年も活動を続けることを約束したい。

（訳：鵜飼礼子、ピースデポ）

資料２ ブラジル、カナダ、ケニア、メキシコ、
ニュージーランド、スウェーデンを代
表したカナダによる声明

２００５年１０月１２日

●Ｍ
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次の人たちがこの号の発行に
参加･協力しました。

秋山祐子(ピースデポ)､田巻一彦（ピースデポ）、中村
桂子（ピースデポ）、丸茂明美（ピースデポ）、青柳絢子、
鵜飼礼子、大澤一枝、大滝正明、佐藤史郎、津留佐和
子、内藤雅義、中村和子、林公則、藤田明史、梅林宏道

宛名ラベルメッセージについて
●会員番号（６桁）：会員の方に付いています。●「（定）」：会
員以外の定期購読者の方。●「今号で誌代切れ、継続願いま
す。」「誌代切れ、継続願います。」：入会または定期購読の更
新をお願いします。●メッセージなし：贈呈いたしますが、入
会を歓迎します。

ピースデポの会員になって下さい。
会費には、『モニター』の購読料が含まれています。会員には、会の情報を伝える『会報』が郵送されるほか、書籍購入、情報等の
利用の際に優遇されます。『モニター』は、紙版（郵送）か電子版（メール配信）のどちらかを選択できます。料金体系は変わりませ
ん。詳しくは、ウェブサイトの入会案内のページをご覧ください。（会員種別、会費等については、お気軽にお問い合わせ下さい。）

書：秦莞二郎

今号の略語
ＡＢＭ＝対弾道ミサイルシステム
ＣＤ＝ジュネーブ軍縮会議
ＣＲＳ＝米議会調査局
ＤＰＲＫ＝朝鮮民主主義人民共和国
ＦＭＣＴ＝カットオフ条約
ＩＣＪ＝国際司法裁判所
ＮＰＴ＝核不拡散条約
ＮＳＡ＝消極的安全保証
ＰＡＲＯＳ＝大気圏外における軍備競争
の防止
ＳＬＢＭ＝潜水艦発射弾道ミサイル

ＤＯＤ＝米国防総省／ＩＡＥＡ＝国際原子力機
関／ＩＭＯ＝国際海事機関／ＫＥＤＯ＝朝鮮半
島エネルギー開発機構／ＭＤ＝ミサイル防衛
／ＷＭＤ＝大量破壊兵器

沖縄
●１０月６日付　２０１２年４月から普天間飛行場にオ
スプレイを配備させる計画が５日までに判明。
●１０月７日　キャンプ・ハンセンの都市型戦闘訓
練施設移設問題で、７日までに移設先の測量に
着手したと判明。
●１０月８日　午後６時ごろホワイトビーチに米海
軍強襲揚陸艦エセックスが接岸。

●１０月９日付　都市型訓練施設で、政府の建設
計画公表より１０ヶ月前に県が政府より説明を受け
ていたことが判明。
●１０月１０日　ホワイトビーチに米海軍ドック型揚
陸艦フォート・マクヘンリーが入港。
●１０月１２日　普天間移設問題で、政府が新たに
沿岸案を提示し最終調整に入ったことが判明。
●１０月１３日　嘉手納基地運用規制協定を日米
両政府に締結させることを目指した町民会議が
嘉手納町で発足。
●１０月１６日　第１回うるま市具志川まつり会場周
辺で、米軍の攻撃ヘリが約４時間、低空旋回。
●１０月１７日　普天間移設問題で、沿岸案や浅瀬
案の実現可能性を探る現地調査に実質着手。
●１０月１８日　キャンプ・ハンセン内の都市型戦
闘訓練施設で約１ヶ月ぶりの実弾射撃演習。
●１０月２０日　日米合同委員会、キャンプ桑江の
一部土地を陸軍貯油施設に統合すると合意。

◆◆◆◆

ピースデポ電子メールアドレス：事務局＜office@peacedepot.org＞梅林宏道＜CXJ15621@nifty.ne.jp＞
田巻一彦＜tamaki@pw.catv.ne.jp＞中村桂子＜nakamura@peacedepot.org＞丸茂明美＜marumo@peacedepot.org＞

日  誌
２００５.１０.６～１０.２０

作成：中村桂子、林公則

●１０月６日　ヒル米国務次官補、ＫＥＤＯを年内に
廃止し、これに代わる「より確かで新たな取り決め」
をまとめたいと下院外交委員会で証言。
●１０月６日　衆院憲法調査会の事実上の後継機
関で、国民投票法案の審議権を与えられている
衆院憲法調査特別委員会が初の審議。
●１０月７日　ノルウェーのノーベル賞委員会、０５
年のノーベル平和賞をＩＡＥＡおよびエルバラダイ
ＩＡＥＡ事務局長に贈ると発表。
●１０月８日　中国の呉儀副首相、北朝鮮の金正
日総書記と会談。中朝関係の強化で一致。
●１０月９日　韓国ウリ党の崔星議員、５８－９１年に
かけて計１６カ所の在韓米軍施設における核兵器
の配備を示すＤＯＤ資料の入手を公表。
●１０月１２日　日本政府、国連総会第１委員会（軍
縮）に核軍縮決議案「核兵器の全面的廃絶に向
けた新たな決意」を提出。
●１０月１２日　国連総会に特別委員会設置を求
める決議案を検討していたカナダなど６か国、今
期総会へ決議案提出断念を発表。（本号参照）
●１０月１２日　米海軍第７艦隊のイージス艦「ラッ
セン」が室蘭港に入港。１５日に出港。
●１０月１３日　米国防大学国家戦略研究所、イラ
ン核問題で、米国は核兵器を保有したイランと共

存せざるをえないとする報告書を発表。
●１０月１３日　米海軍のイージス艦「フィッツ・ジェ
ラルド」が鹿児島市の鹿児島港谷山１区に入港。
１６日に出港。
●１０月１４日　原子力委員会がまとめた「原子力
政策大綱」について、政策の基本方針として尊重
することを政府が閣議決定。
●１０月１４日　ＩＭＯ外交会議、ＷＭＤやその材料
となる物資の海上輸送を犯罪とする国際条約
（シージャック防止条約）の改正を決定。
●１０月１５日　ライス米国務長官、ラブロフ・ロ外
相とモスクワで会談。イラン核問題の安保理付託
問題で不一致のまま。
●１０月１６日　ロシアとインド両軍による初の大規
模軍事演習「インドラ２００５」がインドで始まる。
●１０月１８日　日米合同委員会、返還方針が決
まっている横浜市の米海軍６施設のうち、小柴貯
油施設を年内に返還することで合意。
●１０月１９日　青森県の三村申吾知事、むつ市の
使用済み核燃料中間貯蔵施設の受入れを正式
表明。東京電力らとの間に立地基本協定を締結。
●１０月１９日　中国を訪問中のラムズフェルド米
国防長官、北京市内にある人民大会堂で胡錦
涛・国家主席と会談。
●１０月１９日　米陸軍相模総合補給廠の返還問
題で、相模原市と東京都町田市が早期返還を初
めて共同で防衛庁、防衛施設庁、外務省に要請。

日時：２００５年１２月９日（金）午後６時３０分～
場所：総評会館５０２会議

千代田区神田駿河台3-2-11/TEL：０３-３２５３-１７７１（代）
http://www.sohyokaikan.or.jp/access/index.html

主催：ＮＰＯ法人ピースデポ
申し込みは不要です。お問合せは事務局まで。

ピースデポ平和フロンティア講座のご案内

報告者：国際海洋法の視点から 都留康子さん（東京学芸大学）
　　　　そのほかにも予定。
座長：梅林宏道　

東シナ海ガス田問題をどう考えるか

どなたも無料で参加できます。

核兵器廃絶メーリングリスト
（abolition-japan）は、核兵器廃
絶のための情報と意見交換を
するメーリングリストです。

　登録方法は、件名を空欄のまま
で、 japan-
request@list.jca.apc.org宛に
「 」との
み本文に記入したメールを送って
ください。


